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はじめに―政権交代：自民→民主→自民
　衆議院議員総選挙が2009年 ８ 月30日に執行された。
当時の予想通り、鳩山由紀夫代表が率いる民主党が30８
議席を獲得し第一党に躍進した（自由民主党は119議
席）。選挙を通じて本格的な政権交代が生じたのは、戦
後初めてといってもよい。
　従前の自由民主党（以下、自民党という。）を中核的
な与党とする内閣と同様、鳩山由紀夫内閣（2009年 9
月16日～）、菅直人内閣（2010年 6 月 ８ 日～）、そして
野田佳彦内閣（2011年 9 月 2 日～2012年12月26日）と、
民主党を与党とする内閣も、ほぼ 1年ごとに交代した。
こうした中で、東日本大震災（2011年 3 月11日）及び
東京電力福島第一原子力発電所において世界最大規模
の事故等、予期せぬ事態に直面したとはいえ、国民か
ら託された大きな期待に対し、十分な対応ができない
まま、2012年12月16日に執り行われた衆院総選挙で、
民主党は決定的な敗北を喫することとなったのである
（民主党57議席に対し、自由民主党は294議席を獲得）。
　政党としては珍しく党としての「綱領」を持たない
寄合世帯のこの政党は、 3年余でまた自民党に政権復
帰を許すこととなったのである
（１）
。
　ところで、第二次大戦後の日本の教育の方向を格調
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高く指し示した教育基本法（1947年、法律第25号、以
下1947教育基本法という。）は、2006年末に全部改正さ
れ、同名の教育基本法（2006年、法律第120号、以下
2006教育基本法という。）が、2006年12月22日公布 ・施
行された。これは、戦後日本の教育界において最大の
「事件」といってよい。
　この2006教育基本法の成立に執念をもやし、成立前
から成立後の教育「復古」政策を企図した安倍晋三首
相によって2006年10月10日設置された教育再生会議
（座長＝野依良治・独立行政法人理化学研究所理事長）
は、その後2006教育基本法を実質化しようとしたが、
肝心の安倍首相自身が、ちょうど 1年で政権を突然投
げ出してしまった（2007年 9 月12日に突然の辞意表明）
ことで、 4次にわたる「報告」を提出したものの部分
的な実現にとどまってしまった。
　ポスト安倍の福田康夫内閣（2007年 9 月26日発足）
は、教育再生会議の提言のフォローアップを行うため
教育再生懇談会（座長＝安西祐一郎 ・慶応義塾学事顧
問、同大学教授）を設置（200８年 2 月26日）し、 4次
にわたる「報告」を提出させたものの、安倍内閣のよ
うな教育への熱心な取組みは見られなかった。そして、
福田首相もまた突然政権を投げ出す挙に出てしまった
のである（200８年 9 月 1 日に突然の辞意表明）。
　続く麻生太郎内閣（200８年 9 月24日発足）もまた教
育に熱心とは言えないものであった。
　そこに登場してきたのが、冒頭に触れた民主党政権
であった。
Ⅰ　民主党政権下の教育政策
　民主党は、政権奪取のきっかけとなる2009年の衆院
総選挙にあたって発表した「マニフェスト」（同年 7月
27日）の「子育て・教育」の項において「年額31万2000
円の『子ども手当』を創設する」「公立高校を実質無償
化し、私立高校生の学費負担を軽減する」「すべての人
に質の高い教育を提供する」する等々の政策を掲げて
いた。
　すなわち具体的には次のようなものが特に注目すべ
きものである。
①　「次代の社会を担う子ども 1人ひとりの育ちを社
会全体で応援する。」として「中学卒業までの子ど
も 1人当たり年31万2000円（月額 2万6000円）の
「子ども手当」を創設する（平成22年度は半額）」。
（所要額5.3兆円程度）
②　「家庭の状況にかかわらず、全ての意志ある高校
生 ・大学生が安心して勉学に打ち込める社会をつ
くる。」として「公立高校生のいる世帯に対し、授
業料相当額を助成し、実質的に授業料を無料とす
る。
 　私立高校生のいる世帯に対し、年額12万円（低
所得世帯は最大で24万円）の助成を行う。大学な
どの学生に、希望者全員が受けられる奨学金制度
を創設する。」（所要額9000億円程度）
③　「学校の教育環境を整備し、教員の質と数を充実
させる。」として「教員の資質向上のため、教員免
許制度を抜本的に見直す。教員の養成課程は 6年
制（修士）とし、養成と研修の充実を図る。公立
小中学校は、保護者、地域住民、学校関係者、教
育専門家等が参画する「学校理事会」が運営する
ことにより、保護者と学校と地域の信頼関係を深
める。現在の教育委員会制度を抜本的に見直し、
教育行政全体を厳格に監視する「教育監査委員会」
を設置する。」（所要額600億円程度）
　民主党政権は、予想される政権担当期間 4年のうち
に、まず①家庭教育費の負担軽減、次に②教員養成制
度改革、その後いわゆる③教育のガバナンス改革の順
に改革に取り組むことにしていた。
　実際に実現した主な政策は、子ども手当と公立高校
無償化の 2つであり、これらはいずれも従前に見られ
ない画期的なものであった。
　特に野田内閣の下で2012年 9 月24日、それまで33年
間にわたり留保してきた国際人権規約の中等教育及び
高等教育における「無償教育の漸進的な導入」を撤回
したことは、特筆すべきことである
（２）
。
　民主党政権の下では、当初目指していた教員養成制
度及び教育委員会制度の見直しまでには至らなかった。
国会のいわゆる衆参の「ねじれ状況」により、「子ども
手当」は、名称も内容も後退し従前の「児童手当」と
なった。また高校無償化については、自民党が政権復
帰している現在、所得制限を設定しようとしている（内
閣は、2013年11月15日、「改正」案である「公立高等学
校に係る授業料の不徴収及び高等学校等就学支援金の
支給に関する法律の一部を改正する法律案」を衆院に
提出した。同院では同年11月15日可決。この本文につ
いては末尾の【資料】参照）。これらは、社会全体で子
育てをしていこうとする理念に反するものであると同
時に、留保を撤回した国際人権規約の精神にも反する
ものであるといわなければならない。
Ⅱ 　政権復帰後の自民党 ・ 第二次安倍内閣の教育
政策の展開
　安倍晋三衆院議員は、2012年 9 月26日、自民党総裁
選挙で決選投票の結果、逆転勝利した。このとき、安
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倍議員は、公約として「日本再起のために安倍晋三 6
つの全力！」を主張したが、その一つが「日本の誇り　
憲法改正・教育再生に全力」とのスローガンであった。
その具体的な内容は次のような 3点であった。
・教育委員会制度や教科書検定 ・採択制度の見直し
・基礎学力の向上、高等教育の国際化
・教員組合活動の適正化　他
　その直後から次の首相の座を狙って着々と準備を重
ねてきた。
　2012年末の衆院総選挙で大勝した自民党は政権与党
に復帰し、第二次安倍晋三内閣がスタートすることと
なった。安倍内閣は発足当初から経済と教育の「再生」
に力を入れてきた。実は、首相就任前から自民党総裁
として教育再生実行本部（本部長＝下村博文 ・衆院議
員）を党内に立ち上げ教育「再生」（＝復古）への道筋
を探ってきた。こうした首相である安倍晋三 ・自民党
総裁直属の政策立案機関は、2013年11月現在16にもの
ぼっているという
（３）
。
　逸早く2002年10月発足した教育再生実行本部の体制
は上の【表 1】のようなものである。
　安倍首相が自民党内に教育再生実行本部のような総
裁直属の政策立案機関を設置するのは、第 1次安倍内
閣の際、「『官邸の独走だ』との党側の強い反発を招い
て混乱した」ことを教訓に「党内議論を尊重しつつ、
【表 １ 】自由民主党 ・ 教育再生実行本部（本部長 ・ 下村博文衆院議員、下村文科相の誕生に伴
い、本部長は遠藤利明衆院議員）の ５ 分科会の体制（20１2年１0月23日現在）  　
分　　科　　会 主　　な　　議　　題
基本政策（座長 ・遠藤利明衆院議員）
学制、職業教育、高等学校の教育、教員の養成、採用、免
許の在り方
いじめ問題対策（座長 ・馳浩衆院議員）
警察、弁護士との連携、ネット上のいじめ、教育現場の隠
ぺい体質
教科書検定・採択改革（座長・松野博一衆院議員）
近隣諸国条項含めた検定基準の検証、地教行法と無償制度
の整理
大学教育の強化（座長 ・山谷えり子参院議員）
国際競争力の強化、 9月入学に伴うギャップタームの生か
し方
教育委員会制度改革（座長 ・義家弘介参院議員） 責任体制の強化、日教組との癒着、不適格教員の処分
注　自由民主党HPの表をもとに筆者が作成
【表 2 】教育再生実行会議の提言とそれをめぐる政策動向一覧－
2013.10.31現在　作成 ・浪本勝年
年 ・月 ・日 教育再生実行会議の提言の題目一覧等
2012．12．17
12．26
自由民主党、衆院総選挙で294議席を獲得し第一党に（民主党は57）
第 2次安倍晋三内閣発足（自民 ・公明の連立）
下村博文、文部科学大臣に就任
2013． 1 ．15 閣議、「教育再生実行会議の開催について」決定（会議は、内閣総理大臣、内閣官房長官及び文部
科学大臣兼教育再生担当大臣並びに有識者（15人＊）により構成し、内閣総理大臣が開催する。）
2013． 1 ．24
2013． 2 ．26
教育再生実行会議（座長＝鎌田慧 ・早稲田大学総長、首相 ・有識者ら1８人で構成）、第一回会議開
催（以後、 2 ．15， 2 ．26， 3 ．22， 4 ． 4 ， 4 ．15， 5 ． ８ ， 5 ．22， 6 ． 6 ， 6 ．26， ８ ．23， 9 ．1８，
10．11の12回計13回の会議を開催）
①「いじめの問題等への対応について」（第一次提言）提出
→ 3 ．13　文部科学省「体罰の禁止及び児童生徒理解に基づく指導の徹底について（通知）」発出
→ 6 ．2８　いじめ防止対策推進法公布（法律第71号、議員立法、 9 ．2８施行）
→ ８ ． 7 　文科省 ・初等中等教育局長決定「いじめ防止基本方針策定協議会の設置について」（設
置期間は ８ ．13～12．31、座長＝森田洋司 ・大阪市立大学名誉教授ら14人の学識経験者で
構成、 ８ ．13初会合、以後、 9 ． 5 ， 9 ．12， 9 ．20， 9 ．26，10． 2 ，10．11の 6 回計 7回
の会合開催）
→ ８ ． 9 　文科省「体罰根絶に向けた取組の徹底について（通知）」発出
→10．11　文科相「いじめ防止基本方針の策定について」決定
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首相主導の政策実現を迅速化する新たな仕掛け」との
ことのようである
（４）
。
　しかし、同時に安倍内閣が発足するとすぐに内閣に
教育再生実行会議を設置した。今日までのその動向を
まとめると次の【表 2】のようになる。
Ⅲ　教育再生実行会議の問題点
１ 　設置基盤の脆弱性と安倍内閣の強権性
　安倍首相が、2013年 1 月24日に初会合を開催した教
育再生実行会議は、内閣官房に置かれた会議で、諮問
機関の一種といってよいであろう。首相が開催する同
種の諮問会議である教育改革国民会議が内閣総理大臣
決裁により設置された2000年にも筆者は指摘したので
あるが
（５）
、この教育再生実行会議の影響力を考える際に、
その諮問機関としての歴史的位置（【表 3】「戦後日本
における教育関係の主たる諮問機関の変遷」）及び設置
根拠を確認しておくことはきわめて重要である。そこ
で、まず教育再生実行会議設置の根拠である短文の閣
議決定「教育再生実行会議の開催について」（2013年 1
月15日）の全文を見ておこう。
「 1．趣　旨
　21世紀の日本にふさわしい教育体制を構築し、
教育の再生を実行に移していくため、内閣の最重
要課題の一つとして教育改革を推進する必要があ
る。このため、「教育再生実行会議」（以下「会議」
という。）を開催する。
2．構　成
⑴　会議は、内閣総理大臣、内閣官房長官及び文
部科学大臣兼教育再生担当大臣並びに有識者に
より構成し、内閣総理大臣が開催する。
⑵　内閣総理大臣は、有識者の中から、会議の座
長を依頼する。
⑶　会議は、必要に応じ、関係者の出席を求める
ことができる。
3．その他
　会議の庶務は、文部科学省その他の関係行政機
関の協力を得て、内閣官房において処理する。」
　たしかに教育改革国民会議の設置根拠が「内閣総理
大臣決裁」であったのに比較すれば、「閣議決定」とい
うのは、それなりの重みのあるものである。しかし、
4 ．15
5 ．2８
10．31
②「教育委員会制度等の在り方について」（第二次提言）提出
→ 4 ．25　下村博文文科相、中央教育審議会（会長＝二村明夫 ・新日鉄住金株式会社取締役）に
「今後の地方教育行政の在り方について」諮問
→ 5 ．20　中教審 ・教育制度分科会（分科会長＝小川正人 ・放送大学教授）、上記諮問事項につい
て審議開始（10．11「審議経過報告）発表、年内答申予定、2014年の通常国会に法律改
正案を提出予定。以後、 6 ． 7 ， 6 ．13， 7 ． 1 ， 7 ．17， 7 ．23， ８ ． 7 ， ８ ．22， ８ ．2８，
9 ．10， 9 ．26，10．10，10．29の12回、計13回の審議を行う）
　10．11　「今後の地方教育行政の在り方について」（審議経過報告）公表
③「これからの大学教育等の在り方について」（第三次提言）
→ 6 ．14　閣議、「日本再興戦略」（大学改革、グローバル化等に対応する人材力の強化等）及び
「経済財政運営と改革の基本方針」（教育等を通じた能力・個性を発揮するための基盤強
化等）決定
④「高等学校教育と大学教育との接続 ・大学入学者選抜の在り方について」（第四次提言）提出
＊有識者15人（50音順、敬称略　◎座長　○副座長）
　大竹　美喜（アフラック（アメリカンファミリー生命保険会社）創業者 ・最高顧問）
　尾﨑　正直（高知県知事）
　貝ノ瀨　滋（三鷹市教育委員会委員長）
　加戸　守行（前愛媛県知事）
　蒲島　郁夫（熊本県知事）
◎鎌田　　薫（早稲田大学総長）
　川合　眞紀（東京大学教授、理化学研究所理事）
　河野　達信（全日本教職員連盟委員長）
　佐々木喜一（成基コミュニティグループ代表）
　鈴木　高弘（専修大学附属高等学校理事 ・前校長）
　曽野　綾子（作家、2013.10.31作家業を優先したいとして辞任。後任は不補充）
　武田　美保（スポーツ／教育コメンテーター）
○佃　　和夫（三菱重工業株式会社相談役）
　八木　秀次（高崎経済大学教授）
　山内　昌之（東京大学名誉教授、明治大学特任教授）
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その決定内容はというと、①開催の「趣旨」は、具体
性のない抽象的な「教育の再生を実行に移していくた
め」というだけであり（設置期間は不明）、②会議の構
成員（有識者、一般には有識者委員とか、単に委員と
呼ばれている。）の人数は不明であり（実際に委嘱され
たのは15人であり、首相等 3人を加えて1８人）、その任
期も不明である。そして③この会議が話し合いの結果
公表するであろう一定の「報告」については何の根拠
規定もないのである。よく言えば、「自由」であるが、
その扱いは安倍首相の思いのまま、勝手次第、胸三寸
である。
　ちなみに、教育基本法の「改正」を意図したものの
その目的は達成できなかった中曽根康弘首相が設置し
た臨時教育審議会（19８4－19８7）は、法律に基づき設
置されたものであり、その四回にわたる答申は、30年
近い後の今日の教育にまで大きな影響を与えている。
その臨時教育審議会及び教育改革国民会議とともに安
倍内閣による前回の教育再生会議及び今回の教育再生
【表 3 】戦後日本における教育関係の主たる諮問機関の変遷
2013．10．31　作成 ・浪本勝年
西暦年数 1946－49 1949－52 1952－ 19８4－８7 19８7－2000 2001－ 2006－0８ 200８－09 2013－
諮問機関
の名称
教育刷新
委員会
教育刷新
審議会
中央教育
審議会
臨時教育
審議会
中央教育審議会
教育改革
国民会議
教育再生
会　議
教育再生
懇談会
教育再生
実行会議
（新）中央教育審議会19８7－2000（廃止）大学審議会
1990－2000（廃止）生涯学習審議会
（注） 1 　イタリック体は首相又は内閣直属の諮問機関、その他は文部大臣（2001以降は文部科学大臣）の
諮問機関
　　　 2 　教育刷新委員会は勅令、教育改革国民会議は内閣総理大臣決裁、教育再生会議 ・教育再生懇談会
及び教育再生実行会議は閣議決定、その他の審議会は法律に基づき設置。
　　　 3 　各省庁に設置される審議会は、従前は法律に基づき設置されていたが、19８3年のいわゆる「中曽
根行革」以降は、基本的には政令で定めることになっている。
　　　 4 　旧中央教育審議会（1952－2000）は、臨時教育審議会の設置期間中は活動を休止していた。新中
央教育審議会（2001－）は、中央省庁の再編に伴う審議会の統廃合の影響を受け、従前の主たる教
育関係審議会を内部に吸収する形で発足し、今日に至っている。
【表 ４ 】臨時教育審議会設置法（１98４年）並びに教育改革国民会議開催要領（2000年）、
教育再生会議設置要領（2006年）、教育再生懇談会設置要領（2008年）　
及び今回の教育再生実行会議開催要領（20１3年）の内容等の比較一覧　
 2013．10．31　作成 ・浪本勝年
設置根拠又
は決定形態
臨時教育審議会設置法
教育改革国民会議
の開催について
教育再生会議
の設置について
教育再生懇談会
の開催について
教育再生実行会議
の設置について
国会提出 19８4． 3 ．27
2000． 3 ．24
内閣総理大臣決裁
2006．10．10
閣議決定
200８． 2 ．26
閣議決定
2013． 1 ．15
閣議決定
審議開始
19８4． 4 ．25
（ ８ ． 7 可決成立、　
  ８ ． ８ 公布、法65）
目的及び
設 置
（目的及び設置）
第 1条　社会の変化及
び文化の発展に対応す
る教育の実現の緊要性
にかんがみ、教育基本
法（昭和22年法律第25
号）の精神にのっとり、
その実現を期して各般
にわたる施策につき必
要な改革を図ることに
より、同法に規定する
教育の目的の達成に資
するため、総理府に、
臨時教育審議会（以下
（趣旨）
21世紀の日本を担う創
造性の高い人材の育成
を目指し、教育の基本
に遡って幅広く今後の
教育のあり方について
検討するため、内閣総
理大臣が有識者の参集
を求め、教育改革国民
会議（以下「国民会議」
という。）を開催するこ
ととする。
（趣旨）
21世紀の日本にふさわ
しい教育体制を構築し、
教育の再生を図ってい
くため、教育の基本に
さかのぼった改革を推
進する必要がある。こ
のため、内閣に「教育
再生会議」（以下、「会
議」という。）を設置す
る。
（趣旨）
活力ある日本、世界に
貢献する日本を支える
のは人である。社会が
大きく変化する時代に
あって、明日の日本を
担う若者を育てるため
には、学校のみならず、
家庭、地域、行政が一
体となって、不断に教
育の改革に取り組んで
いく必要がある。この
ため、21世紀にふさわ
しい教育の在り方につ
（趣旨）
21世紀の日本にふさわ
しい教育体制を構築し、
教育の再生を実行に移
していくため、内閣の
最重要課題の一つとし
て教育改革を推進する
必要がある。このため、
「教育再生実行会議」
（以下、「会議」という。）
を開催する。
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「審議会」という。）を
置く。
いて議論するとともに、
教育再生会議の提言の
フォローアップを行う
ため、教育再生懇談会
（以下「懇談会」とい
う。）を開催する。
所掌事務 （所掌事務）
第 2条　審議会は、内
閣総理大臣の諮問に応
じ、教育及びこれに関
連する分野に係る諸施
策に関し、広く、かつ、
総合的に検討を加え、
必要な改革を図るため
の方策に関する基本事
項について調査審議す
る。
2　審議会は、前項に
規定する事項に関して、
内閣総理大臣に意見を
述べることができる。
答申等の
尊 重
（答申等の尊重）
第 3条　内閣総理大臣
は、前条第 1項の諮問
に対する答申又は同条
第 2項の意見を受けた
ときは、これを尊重し
なければならない。
組 織 ・
委 員
（組織）
第 4条　審議会は、委
員25人以内で組織す
る。
（委員）
第 5条　委員は、人格
識見共に優れた者のう
ちから、文部大臣の意
見を聴いて、内閣総理
大臣が任命する。
2　委員は、非常勤と
する。
（開催要領）
1　国民会議は、別紙
に掲げる有識者により
構成し、内閣総理大臣
が開催する。
2　国民会議には、必
要に応じ、関係者の出
席を求めることができ
る。
（構成）
⑴　会議は、内閣総理
大臣、内閣官房長官及
び文部科学大臣並びに
有識者により構成し、
内閣総理大臣が開催す
る。
⑶　会議は、必要に応
じ、関係者の出席を求
めることができる。
（構成）
⑴　懇談会は、有識者
により構成し、内閣総
理大臣が開催する。
⑵　懇談会の座長は、
互選により決定する。
⑶　懇談会は、内閣総
理大臣、内閣官房長官
及び文部科学大臣が出
席するほか、必要に応
じ、関係大臣その他関
係者の出席を求めるこ
とができる。
（構成）
⑴　会議は、内閣総理
大臣、内閣官房長官及
び文部科学大臣兼教育
再生担当大臣並びに有
識者により構成し、内
閣総理大臣が開催する。
⑶　会議は、必要に応
じ、関係者の出席を求
めることができる。
会長及び
副 会 長
（会長）
第 6条　審議会に、会
長を置き、委員のうち
から、内閣総理大臣が
指名する。
2　会長は会務を総理
し、審議会を代表する。
3　会長に事故がある
ときは、あらかじめそ
の指名する委員が、そ
の職務を代理する。
（座長）
内閣総理大臣は、有識
者の中から、国民会議
の座長を依頼する。
（構成）
⑵　内閣総理大臣は、
有識者の中から、会議
の座長を依頼する。
（構成）
⑵　内閣総理大臣は、
有識者の中から、会議
の座長を依頼する。
専門委員 （専門委員）
第 7条　審議会に、専
門の事項を調査審議さ
せるため、専門委員を
置くことができる。
2　専門委員は、学識
経験のある者のうちか
ら、文部大臣の意見を
聴いて、内閣総理大臣
が任命する。
3　専門委員は、当該
専門の事項に関する調
査審議が終了したとき
は解任されるもの
　専門委員は、非常勤
とする。
（＊2000． 4 ．25　企画
委員会の設置につい
て）
（趣旨）教育改革国民会
議の運営について、座
長を補佐し、助言する
ための組織として、企
画委員会を設置する。
（構成）座長、副座長
2、委員 3の 6名。
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分 科 会 （＊2000． 5 ．11「分科会
構成案」及び「分科会
の運営について」）
0 ． 第一分科会 ・人間
性、第二分科会 ・学校
教育、第三分科会 ・創
造性
1 ． 各分科会は 7月初
め頃までに 4回程度づ
つ開催することとする
が、審議状況に応じ、
弾力的に開催する。
2 ． 他の分科会への出
席を希望する委員のた
め、各分科会の日程は
すべての委員に連絡す
る。また、各分科会の
審議概要はすべての委
員に送付する。
3 ． 会議全体の運営に
ついては、座長、企画
委員会と各分科会主査
で調整し、全体的な議
論が必要な場合には、
必要に応じ全体会を開
催する等、弾力的な運
営を行う。
（＊2006．10．25「教育再
生会議の分科会の設置
及び分属について」）
第 1分科会：学校再生
分科会
第 2分科会：規範意識・
家族 ・地域教育再生分
科会
第 3分科会：教育再生
分科会
資 料 の
提出等の
要 求
（資料の提出等の要求）
第 ８条　審議会は、所
掌事務を遂行するため
必要があると認めると
きは、国の関係各行政
機関の長に対して、資
料の提出、意見の開陳、
説明その他の必要な協
力を求めることができる。
事 務 局 （事務局）
第 9条　審議会の事務
を処理させるため、審
議会に．事務局を置く。
2　事務局に、事務局
長のほか、所要の職員
を置く。
3　事務局長は文部事
務次官をもって充て
る。
4　事務局長は会長の
命を受けて、局務を掌
理する。
（庶務）
国民会議の庶務は、内
閣官房内閣内政審議室
教育改革国民会議担当
室において処理する。
（その他）
会議の庶務は、内閣官
房教育再生会議担当室
において処理する。
（その他）
⑴　懇談会の庶務は、
内閣官房において処理
する。
（その他）
会議の庶務は、文部科
学省その他の行政機関
の協力を得て、内閣官
房において処理する。
政令への
委 任
（政令への委任）
第10条　この法律に定
めるもののほか、審議
会に関し必要な事項は、
政令で定める。
付　　則 　附　則
（施行期日）
1　この法律は、公布
の日から起算して一月
を超えない範囲内にお
いて政令で定める日か
ら施行する。ただし、
第五条第一項中文部大
臣の意見を聴くことに
関する部分及び同条第
二項の規定は、公布の
日から施行する。
（特別職の職員の給与
に関する法律の一部改
正）
（＊設置期間）不明 （＊設置期間）この要領
に特定の定めはない。
実際の設置期間は、
2006．10．10-20８． 2 ．26
　福田康夫内閣（2007．
9 ．26発足）が、教育再
生懇談会を200８． 2 ．26
に設置した際に廃止。
（その他）
⑵　平成1８年10月10日
の閣議決定により設置
された教育再生会議は、
これを廃止する。
（＊設置期間）この要領
に特定の定めはない。
実際の設置期間は、政
権交代による民主党 ・
鳩山由紀夫内閣（2009．
9 ．16）の登場により
2009．11．17に廃止。
（＊設置期間）不明、1
年（？）
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実行会議の設置根拠の比較を一覧表にしてみよう（【表
4】参照）。安倍首相が内閣の最重要課題の一つと位置
付ける2006教育基本法に基づく「教育改革」、「教育再
生」というにしては、なんとも脆弱な教育再生実行会
議の存在基盤が明らかになってくる。
2 　教育再生実行会議の「報告」の意味と役割
　教育再生実行会議（座長＝鎌田慧・早稲田大学総長）
は、2013年 1 月24日、実質的にスタートした。内閣総
理大臣、内閣官房長官及び文部科学大臣のほかに実質
的にこの会議を構成する有識者として、下村博文 ・文
部科学大臣の卒業大学である早稲田大学の総長 ・鎌田
慧氏ら15人が発令された。しかし日本の将来を考えた
「教育再生」について議論するこの教育再生実行会議の
メンバーに教育学者は一人もいない（現職県知事が 2
人、前知事＝元文部官僚が 1人と知事は 3人もいる）。
しかも、安倍首相好みの人物を多く登用している。（こ
の点、NHK 経営委員会の新任人事を巡っても同様の
「安倍首相好み」が批判を浴びていることは周知のとお
りである
（６）
。そして、良くも悪くも一匹狼的有識者が、
自民党 ・教育再生実行本部の提言等に即してスピード
審議を行っているようである。
　 1）いじめ ・体罰問題等について
　当面する日本の教育課題である「いじめ」問題につ
いて、教育再生実行会議は、教育再生会議が審議開始
早々に「緊急提言」を発表したのと同様に、2013年 2
月26日、「いじめ問題等への対応について（第一次提
言）」を発表した。この提言は、道徳の「教科化」、い
じめに関する法律の制定、体罰禁止の徹底と部活動指
導ガイダンスの策定等を謳うものであった。
　【表 2】にみられるように、この提言をもとに文科省
は 2度の通知を発出（ 3 ．13， ８ ． 9 ）したほか、議員
立法ではあるが、いじめ防止対策推進法が成立し、施
行されている。
　 2）教育委員会をめぐる問題
　教育再生実行会議は、2013年 4 月15日、「教育委員会
制度等の在り方について」（第二次提言）を提出した。
この提言は、教育委員会の責任体制を築くこと、国、
都道府県、市町村の役割と権限見直し、地域住民の意
向を教育行政 ・学校に適切に反映させることなどを主
張したものであるが、その中心的なねらいは、教育委
員会制度の改革にあるといってよい。その改革イメー
ジを（参考）として示したものは、次の【表 5】のよ
うなものであった。
　この提言を受けて、下村文科相は直ちにその諮問機
関である中央教育審議会に「今後の地方教育行政の在
り方について」諮問した。中教審は教育制度分科会に
おいて審議を開始し、この10月にはＡ案とＢ案の 2つ
の教育委員会制度改革案を提示した。その構想は【表
6】のようなものである。
　この改革案について結論的に述べるならば、現在の
教育委員会の性格を根本的に改めるものであり、Ａ案・
Ｂ案ともに教育長が大きな権限を掌握する点において
変わりはなく、ともに教育行政の中立性 ・安定性 ・継
続性を損ないかねない重大な問題点を有するものであ
る。
　特にＡ案の場合は、首長が教育行政の執行機関にな
るのであるから政治的な中立性は失われ、教育にとっ
て大問題である。選挙結果により教育が右往左往しか
ねない。また、Ｂ案の場合、教育委員会が「性格を改
めた執行機関」といわれるが、実質は教育委員会を骨
抜きにしたもので、現在の教育委員会とは、名称こそ
同じであるが、その性格は全く異なるものである、と
言わなければならない。
2　特別職の職員の給
与に関する法律（昭和
二十四年法律第二百五
十二号）の一部を次の
ように改正する。
第一条第十九号の八の
次に次の一号を加える。
十九の九　臨時教育審
議会委員
（この法律の失効）
3　この法律は、附則
第一項の政令で定める
日から起算して三年を
経過した日にその効力
を失う。
注　 1 　教育改革国民会議並びに教育再生会議及び教育再生実行会議の欄の＊印の項目は、会議の進行状況
をみながら、表の作成者が追加したものである。
　　 2 　今回の教育再生実行会議の開催要領のうち、前回の教育再生会議を異なる個所は、イタリック及び
下線で示した
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　戦後直後は、教育長は教育職員免許法に基づく免許
状を有することが必要であった（1949年～1954年）が、
そうした教職の専門性を要求されない教育長が、中教
審の改革案のような教育長に就任した際には、教育に
とって有害以外の何物でもない、といえよう。
　下村文科相は、この中教審への諮問に際し、2013年
内に答申を受け、2014年の通常国会に地教行法の改正
案を提出したい旨の発言をしている。
　2014年は、戦後教育行政の新たな危機的な転換点を
迎えることになるかもしれない。
　 3）教科書をめぐる問題
　この小論の初めの部分で触れたが、自民党の教育再
生実行本部には、教科書検定 ・採択改革分科会が設置
されていたが、教科書検定の在り方特別部会は、2013
年 6 月25日、「議論の中間まとめ」を発表した。その内
容は、次のようなものであった。
【表 ５ 】教育再生実行会議　教育委員会改革案
（20１3.４.１５）
（参考）教育委員会制度改革のイメージ
※新「教育委員会」で審議すべき事項とその取扱
い、委員の任命方法、新「教育長」の罷免要件
等の詳細な制度設計については、今後、中央教
育審議会において更に専門的に審議。
【表 6 】中教審　教育委員会改革　Ａ案 Ｂ案
今後の地方教育行政の在り方について
（審議経過報告）
2013年10月11日
中央教育審議会教育制度分科会
○Ａ案：
教育長＝首長の補助機関
教育委員会＝首長の附属機関
○Ｂ案：
教育長＝教育委員会の補助機関
教育委員会＝性格を改めた執行機関
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教育再生実行本部
教科書検定の在り方特別部会　議論の中間まとめ
 平成25年 6 月25日　自由民主党
はじめに
　昨年10月、わが党の安倍総裁は、総裁就任直後か
ら、経済再生と教育再生を日本再生の要として位置
づけ、直属機関として「教育再生実行本部」を発足
させました。その下に「教科書検定 ・採択改革分科
会」を設置し、昨年11月に「中間取りまとめ」を公
表しました。
　教育基本法が改正され、新しい学習指導要領が定
められてから、初めての教科書の検定が小 ・中 ・高
等学校で行われましたが、多くの教科書に、いまだ
に自虐史観に立つなど、問題となる記述が存在して
いる状況であります。
　教育基本法や学習指導要領の趣旨をしっかり踏ま
えた教科書で子ども達が学べるようにするため、第
2期の教育再生実行本部の下に「教科書検定の在り
方特別部会」を設置し、教科書の改善の方策につい
て、更に議論してきたところです。
　昨年11月の教科書検定 ・採択改革分科会での中間
取りまとめを踏まえながら、これまで計 6回に及ぶ
活発な議論を経て、これまでの議論の中間まとめを
まとめました。
　教科書の改善の方策にあたっては、さらに検討す
べき課題も多いことから、引き続き検討を進めてま
いります。
　また、中間まとめの内容のうち早期に対応が可能
なものについては、今後、政府 ・与党一丸となって、
迅速かつ確実に実現させることを強く期待します。
　平成25年 6 月25日
 教科書検定の在り方特別部会
 主査　萩生田光一
 副主査　髙　鳥　修　一
 副主査　松　本　洋　平
 副主査　宇　都　隆　史
「教科書検定の在り方特別部会」
における議論の中間まとめ
〈現状の認識〉
　「教育基本法」が改正され、新しい「学習指導要
領」が定められてから、初めての教科書の検定が小・
中 ・高等学校で行われたが、多くの教科書に、いま
だに自虐史観に立つなど、問題となる記述が存在す
る。
　この点、小中学校の教科書において、伝統文化に
関する題材が取り上げられるなど、教科書改善の成
果もみられるが、特に高等学校の歴史教科書につい
ては、いまだ自虐史観に強くとらわれるなど教育基
本法や学習指導要領の趣旨に沿っているのか疑問を
感じるものがある。
　また、領土問題については、地理では全ての教科
書で記述はなされているものの、我が国が主張して
いる立場が十分に記述されていない。尖閣諸島につ
いては、記述のない教科書が存在する。
　教科書の採択については、特定の教科書を長期に
わたって使い続ける地域が見られるなど、教育委員
会が、入念な調査研究に基づいてその権限と責任を
十分に果たしていないのではないかとの批判がある。
　本特別部会においては、以上の認識の上に立ち、
教育基本法や学習指導要領の趣旨をしっかり踏まえ
た教科書で子ども達が学べるようにするためには、
昨年の教育再生実行本部の教科書検定 ・採択改革分
科会の中間とりまとめを踏まえつつ、以下のとおり、
必要な対応を行うべきである。
教科書検定について
1．教科書検定基準の改善
○　政府見解や確定した判例があるものについて
は、それらをきちんと取り上げさせるようにす
る。
 　諸説ある事項について記述する際には、多数
説 ・少数説、バランスよく取り上げさせるよう
にする。
○　特に、近現代史において、未だ確定的な見解・
学説がない事項については、教科書において確
定的に記述をしないようにする。（例えば、未だ
確定的な見解 ・学説がない旨を教科書に記述し
たり、具体的な根拠を示したり、本文で取り上
げないなどの改善を図る。）
○　引用資料についても、特定の事柄を特別に強
調しないよう改善を図る。
2．教科書検定の手続の改善
○　申請図書の完成度を高めることが重要であり、
例えば、教育基本法と学習指導要領の趣旨をよ
り踏まえた教科書の編修 ・執筆を発行者に意識
させるため、検定の申請の際に、提出させる書
類（編修趣意書など）の改善 ・見直しを行う。
3．教科書検定の透明化
○　教科用図書検定調査審議会委員及び教科書調
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　この「まとめ」をもとに、文部科学省は、2013年11
月15日、教科用図書検定調査審議会に諮ることなく突
然、教科書改革実行プランを発表した。これは従来の
主として文章化されたプランでなく次の【表 7】のよ
うなA 4版 1枚に記されたものであった。
　この「教科書検定基準の改正」「検定手続の透明化」
「検定申請時の提出書類改善」及び「教科書採択の改
善」などを内容とする実行プランは、十分な手続きを
踏まえることなく突然発表されたもので、その内容と
ともにいろいろと問題を含むものである
（７）
。
査官の役割 ・責任を明確にするため教科書検定
について更なる透明化を図る。
教科書採択について
○　教育委員会の調査研究をはじめとした採択手
続について、その実態を検証し、教育委員会制
度の見直しの方向性を踏まえ、教科書採択の権
限と責任が十分に果たされるよう徹底を図る。
○　地域によっては長年にわたり特定の教科書発
行者の教科書が採択され続けている現状に対し、
検討を加える。
その他の課題について
○　時代の変化に対応できる学習指導要領の改訂
について
○　副教材の在り方について
○　教師用指導書の在り方について
○　大学入試センター試験問題の在り方について
○　教科書検定基準における、いわゆる「近隣諸
国条項」の見直しについて
など
今後の課題について
○　教科書の定義、検定、採択を包括する「教科
書法（仮称）」の制定について
【表 ７ 】文部科学省の教科書改革実行プラン（20１3.１１.１５）
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第一八五回
閣第七号
公立高等学校に係る授業料の不徴収及び高等学校等就学支援金の
支給に関する法律の一部を改正する法律案
　公立高等学校に係る授業料の不徴収及び高等学校等就学支援金の支給に関する法律（平成二十二年法律第十八
号）の一部を次のように改正する。
　題名を次のように改める。
　　　高等学校等就学支援金の支給に関する法律
　目次中
　 「第二章　公立高等学校に係る授業料の不徴収（第三条）
　　第三章　高等学校等就学支援金の支給（第四条－第十五条）
　　第四章　雑則（第十六条－第二十条）　　　　　　　　　　　」
を
　 「第二章　高等学校等就学支援金の支給（第三条－第十五条）
　　第三章　雑則（第十六条－第二十一条）　　　　　　　　　　」
に改める。
　第一条中「公立高等学校について授業料を徴収しないこととするとともに、公立高等学校以外の」を削る。
　第二条第一項第一号中「この条及び第四条第三項において」を削り、同項第二号中「次項及び第四条第三項」
を「次条第三項及び第五条第三項」に改め、同項第五号中「第五条及び第七条第一項」を「第四条及び第六条第
一項」に改め、同条第二項及び第三項を削る。
　第二章を削る。
　第四条第一項中「私立高等学校等」を「高等学校等」に改め、同条第二項第二号中「私立高等学校等」を「高
等学校等」に改め、同項に次の一号を加える。
　三　前二号に掲げる者のほか、前項に規定する者の保護者（学校教育法第十六条に規定する保護者をいう。）そ
の他の同項に規定する者の就学に要する経費を負担すべき者として政令で定める者（以下「保護者等」という。）
の収入の状況に照らして、就学支援金の支給により当該保護者等の経済的負担を軽減する必要があるとは認めら
［資料］
注
1 ）伊藤惇夫『民主党―野望と野合のメカニズム
―』200８年、新潮新書。
2）この外務省告示第31８号の全文は次のようなもので
あった。
 　「日本国政府は、昭和四十一年十二月十六日に
ニューヨークで作成された「経済的、社会的及び文
化的権利に関する国際規約」の批准書を寄託した際
に、同規約第十三条 2（ｂ）及び（ｃ）の規定の適
用に当たり、これらの規定にいう「特に、無償教育
の漸進的な導入により」に拘束されない権利を留保
していたところ、同留保を撤回する旨を平成二十四
年九月十一日に国際連合事務総長に通告した。
 　よって、日本国は、平成二十四年九月十一日から、
これらの規定の適用に当たり、これらの規定にいう
「特に、無償教育の漸進的な導入により」に拘束され
る。
 　平成二十四年九月二十四日
 外務大臣　玄葉光一郎
3）『朝日新聞』2013年11月15日号
4）同上。
5）浪本勝年「教育改革国民会議の正統性を問う」『世
界』2000年11月号。
6）「『三大人事（NHK、五輪、日本版NSC）』で見え
た安倍の隠された野望」『サンデー毎日』2013年12月
８ 日号、及び「安倍帝国、ついに完成」『週刊朝日』
2013年12月 6 日号、参照。
7）「社説　教科書検定　『重大な欠陥』の欠陥」『朝日
新聞』2013年11月15日号、などを参照。
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れない者として政令で定める者
　第四条第三項中「私立高等学校等に」を「高等学校等に」に改め、「私立高等学校等である」を削り、第三章中
同条を第三条とする。
　第五条中「私立高等学校等」を「高等学校等」に改め、同条を第四条とする。
　第六条第一項中「私立高等学校等」を「高等学校等」に改め、同条第二項中「私立高等学校等」を「高等学校
等」に、「保護者（学校教育法第十六条に規定する保護者をいう。）その他の受給権者の就学に要する経費を負担
すべき者として政令で定める者（以下この項及び第十七条第一項において「保護者等」という。）」を「保護者等」
に改め、同条第三項中「公立高等学校基礎授業料月額」を「地方公共団体の設置する高等学校、中等教育学校の
後期課程及び特別支援学校の高等部の授業料の月額」に改め、同条を第五条とする。
　第七条第二項中「第五条」を「第四条」に、「私立高等学校等」を「高等学校等」に改め、同条第三項中「第五
条」を「第四条」に改め、同条を第六条とし、第八条を第七条とする。
　第九条第二項中「第四条第三項」を「第三条第三項」に、「私立高等学校等」を「高等学校等」に改め、同条を
第八条とし、同条の次に次の一条を加える。
　（支払の一時差止め）
第九条　受給権者が、正当な理由がなく第十七条の規定による届出をしないときは、就学支援金の支払を一時差
し止めることができる。
　第十四条の見出し中「私立高等学校等」を「高等学校等」に改め、同条第一項中「私立高等学校等」を「高等
学校等」に、「第五条」を「第四条」に、「第七条第一項」を「第六条第一項」に、「第八条」を「第七条」に、
「第九条第一項」を「第八条第一項」に改め、同条第二項中「私立高等学校等」を「高等学校等」に、「第五条」
を「第四条」に、「第七条第一項」を「第六条第一項」に、「第九条第一項」を「第八条第一項」に改め、同条第
三項中「私立高等学校等」を「高等学校等」に、「第五条」を「第四条」に、「第八条」を「第七条」に、「第九条
第一項」を「第八条第一項」に改める。
　第三章を第二章とする。
　第二十条第二項中「第十七条第一項」を「第十八条第一項」に改め、同条を第二十一条とし、第十九条を第二
十条とする。
　第十八条中「第五条」を「第四条」に、「第七条第一項、第九条第一項」を「第六条第一項、第八条第一項」に
改め、「第十一条第一項」の下に「、第十七条」を加え、同条を第十九条とする。
　第十七条第一項中「（第十四条第一項又は第二項に規定する就学支援金に係る場合にあっては、文部科学大臣）」
を削り、同条を第十八条とし、第十六条の次に次の一条を加える。
　（届出）
第十七条　受給権者は、文部科学省令で定めるところにより、都道府県知事（第十四条第一項又は第二項に規定
する就学支援金に係る場合にあっては、文部科学大臣。次条第一項において同じ。）に対し、保護者等の収入の状
況に関する事項として文部科学省令で定める事項を届け出なければならない。
　第四章を第三章とする。
　　　附　則
　（施行期日）
第一条　この法律は、平成二十六年四月一日から施行する。
　（経過措置）
第二条　平成二十六年三月分以前の月分の高等学校等就学支援金の支給については、なお従前の例による。
2 　この法律の施行の日前から引き続き高等学校等（この法律による改正前の公立高等学校に係る授業料の
不徴収及び高等学校等就学支援金の支給に関する法律（次項において「旧法」という。）第二条第一項に規
定する高等学校等をいう。）に在学する者に係るこの法律の施行の日以後の公立高等学校（同条第二項に規
定する公立高等学校をいう。）に係る授業料の徴収及び高等学校等就学支援金の支給については、なお従前
の例による。
3 　前項の規定によりなお従前の例によることとされる場合における旧法第三条第二項の交付金の交付につ
いては、なお従前の例による。
　（地方自治法の一部改正）
第三条　地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号）の一部を次のように改正する。
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　別表第一公立高等学校に係る授業料の不徴収及び高等学校等就学支援金の支給に関する法律（平成二十
二年法律第十八号）の項中「公立高等学校に係る授業料の不徴収及び高等学校等就学支援金の支給に関す
る法律」を「高等学校等就学支援金の支給に関する法律」に、「第五条」を「第四条」に、「第七条第一項、
第九条第一項」を「第六条第一項、第八条第一項」に、「及び第十七条第一項」を「、第十七条及び第十八
条第一項」に改める。
　（地方財政法の一部改正）
第四条　地方財政法（昭和二十三年法律第百九号）の一部を次のように改正する。
　　第十条第二十九号中「公立高等学校に係る授業料の不徴収及び」を削る。
　（行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律の一部改正）
第五条　行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成二十五年法律第二十七
号）の一部を次のように改正する。
　別表第一の九十一の項及び別表第二の百十三の項中「公立高等学校に係る授業料の不徴収及び高等学校
等就学支援金の支給に関する法律」を「高等学校等就学支援金の支給に関する法律」に改める。
　（行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関
する法律の一部改正）
第六条　行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備
等に関する法律（平成二十五年法律第二十八号）の一部を次のように改正する。
　第十九条のうち住民基本台帳法（昭和四十二年法律第八十一号）別表第一の四十七の項の次に次のよう
に加える改正規定、同法別表第三の五の項の次に次のように加える改正規定、同法別表第五第六号の次に
三号を加える改正規定及び同表の次に一表を加える改正規定中「公立高等学校に係る授業料の不徴収及び
高等学校等就学支援金の支給に関する法律」を「高等学校等就学支援金の支給に関する法律」に、「第七条
第一項」を「第六条第一項」に改める。
　　　　　理　由
　高等学校等における教育に係る経済的負担の軽減を適正に行うため、高等学校等就学支援金の支給について、
保護者等の収入の状況を勘案することとする等の措置を講ずる必要がある。これが、この法律案を提出する理由
である。
